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道議会告示

〇北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程の一部を改正する規
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〇北海道議会会議規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則…… ８

条 例

北海道議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第５５号

北海道議会委員会条例の一部を改正する条例

北海道議会委員会条例（昭和３１年北海道条例第６１号）の一部を次のように改正

する。

第２条第２号中「総合企画委員会」を「総合政策委員会」に、「知事政策部、

企画振興部」を「総合政策部」に改める。

附 則

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第５６号

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部を改正する条

例

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例（平成１３年北海道条例第

４１号）の一部を次のように改正する。

第９条第４項中「１件５万円以上の」及び「（別に定める使途に係る支出を除

く。）」を削る。

附 則

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条

例（以下「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に交付する政務調査費に係る領収書その他の支出の事実を

証する書類の写し（以下「領収書等の写し」という。）の提出について適用し、

施行日前に交付した政務調査費に係る領収書等の写しの提出については、なお

従前の例による。

３ 前項の規定にかかわらず、施行日から平成２２年３月３１日までの間に交付する

政務調査費に係る領収書等の写しの提出については、新条例第９条第４項中

「すべての支出」とあるのは、「１件１万円以上のすべての支出」として、同

項の規定を適用する。

北海道地球温暖化防止対策条例をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第５７号

北海道地球温暖化防止対策条例
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第２章 地球温暖化対策推進計画等（第８条－第１１条）

第３章 事業活動に関する地球温暖化対策等（第１２条－第１５条）

第４章 地球温暖化防止行動の促進（第１６条）

第５章 環境物品等の購入等の促進（第１７条）

第６章 自動車使用に関する地球温暖化対策（第１８条－第２１条）

第７章 機械器具に係る地球温暖化対策（第２２条・第２３条）

第８章 建築物に関する地球温暖化対策（第２４条－第２７条）

第９章 再生可能エネルギーの利用に関する地球温暖化対策（第２８条－第３１条）

第１０章 森林の保全及び整備等に関する地球温暖化対策（第３２条）

第１１章 地球温暖化の防止に関する理解の促進（第３３条・第３４条）

第１２章 本道を取り巻く環境に適した地球温暖化防止の取組（第３５条－第３７条）

第１３章 雑則（第３８条－第４４条）

附則

地球温暖化は、地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすものであり、気候系に対

して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において、大気中の温室効果

ガスの濃度を安定化させ、地球温暖化を防止することが人類共通の課題である。

地球温暖化防止対策を重要な議題として平成２０年７月７日から開催された北海

道洞爺湖サミットにおいて、西暦２０５０年までに世界全体の温室効果ガス排出量の

少なくとも５０パーセントを削減するという長期目標を達成するためには、世界全

体で取り組む必要があるとの認識が合意されたこと、同月９日に開催された主要

経済国首脳会合においては、先進国と開発途上国の双方が、温室効果ガスの排出

量削減の世界全体の長期目標を含む長期的な協力行動のためのビジョンの共有を

支持するとの宣言が採択されたことにより、地球温暖化防止対策は、国際社会が

協調して取り組まなければならない極めて重要な課題であることが、世界のすべ

ての国々に、そして人類一人一人に改めて示された。

これを契機として、地球温暖化を克服し、環境と調和した持続的に発展するこ

とができる社会の実現を目指し、世界自然遺産・知床をはじめとする豊かな環境

を有するこの北の大地から、地球温暖化防止対策に積極的に貢献していくため、

この条例を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、地球温暖化の防止が本道の特色ある優れた自然及び風土を

守り、本道が持つ魅力を向上していくことに繋がることを踏まえ、本道におけ

る地球温暖化対策に関し、道、事業者及び道民の責務を明らかにするとともに、

地球温暖化対策の基本的な事項を定めることにより、地球温暖化対策の推進に

関する法律（平成１０年法律第１１７号）、エネルギーの使用の合理化に関する法

律（昭和５４年法律第４９号）その他の法令と相まって、地球温暖化対策の更なる

推進を図り、もって現在及び将来の道民の健康で文化的な生活の確保及び人類

の福祉に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

� 地球温暖化 人の活動に伴って発生する温室効果ガスが大気中の温室効果

ガスの濃度を増加させることにより、地球全体として、地表及び大気の温度

が追加的に上昇する現象をいう。

� 地球温暖化対策 温室効果ガスの排出の抑制並びに吸収作用の保全及び強

化（以下「温室効果ガスの排出抑制等」という。）その他の地球温暖化の防

止を図るための施策をいう。

� 温室効果ガス 地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項に規定す

る温室効果ガスをいう。

� 温室効果ガスの排出 人の活動に伴って発生する温室効果ガスを大気中に

排出し、放出し、若しくは漏出させ、又は他人から供給された電気若しくは

熱（燃料又は電気を熱源とするものに限る。）を使用することをいう。

� 再生可能エネルギー 太陽光、風力、水力、波力、地熱、バイオマスその

他自然の作用により絶えず補充されるエネルギー源であって規則で定めるも

のを利用して得られるエネルギーをいう。

（道の責務）

第３条 道は、総合的かつ計画的な地球温暖化対策を策定し、及び実施する責務

を有する。

２ 道は、地球温暖化対策の策定に当たっては、市町村、事業者及び道民と連携

し、及び協働して取り組むものとする。

３ 道は、地球温暖化対策の実施に当たっては、市町村、事業者及び道民と連携
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し、及び協働して取り組むものとする。

４ 道は、市町村が行う地球温暖化対策を促進するための技術的な助言その他の

必要な支援を行うものとする。

５ 道は、事業者、道民、環境保全活動団体（環境の保全を図ることを主たる目

的として組織された団体をいう。）及びその他の民間団体による地球温暖化の

防止を図るための取組を促進するための支援を行うものとする。

６ 道は、その事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出抑制等のための施策を

率先して実施するものとする。

（事業者の責務）

第４条 事業者は、地球温暖化に関する理解を深め、その事業活動に際し、温室

効果ガスの排出抑制等のための措置を自主的かつ積極的に講ずるよう努めるも

のとする。

２ 事業者は、道が実施する地球温暖化対策に協力するものとする。

（道民の責務）

第５条 道民は、地球温暖化の防止に関する理解を深め、その日常生活において、

温室効果ガスの排出抑制等のための措置を自主的かつ積極的に講ずるよう努め

るものとする。

２ 道民は、道が実施する地球温暖化対策に協力するものとする。

（観光旅行者等の協力）

第６条 観光旅行、余暇活動等の目的で一時的に道内に滞在する者は、道内にお

ける温室効果ガスの排出抑制等のための措置に協力するものとする。

（行事、催し物等における環境配慮の取組の促進）

第７条 事業者及び道民は、行事、催し物等の開催に当たっては、企画の段階か

ら開催後までの段階において、エネルギーの消費、資源の利用、二酸化炭素の

排出、廃棄物の発生等による環境への負荷をできる限り低減するよう努めるも

のとする。

２ 行事、催し物等に参加する事業者及び道民は、主催者が実施する環境配慮の

取組に協力するよう努めるものとする。

３ 道は、行事、催し物等における環境配慮の取組を促進するため、必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。

第２章 地球温暖化対策推進計画等

（地球温暖化対策推進計画）

第８条 知事は、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、地球温暖

化対策に関する計画（以下「地球温暖化対策推進計画」という。）を定めなけ

ればならない。

２ 地球温暖化対策推進計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。

� 温室効果ガスの排出の抑制及び温室効果ガスの吸収の量に関する目標

� 前号の目標を達成するために必要な施策に関する事項

� 前２号に掲げるもののほか、地球温暖化対策の推進に関し必要な事項

３ 知事は、地球温暖化対策推進計画を定めるに当たっては、あらかじめ、北海

道環境審議会の意見を聴かなければならない。

４ 知事は、地球温暖化対策推進計画を定めたときは、速やかに、これを公表し

なければならない。

５ 知事は、第１０条第１項の評価を受けたときその他必要があると認めるときは、

地球温暖化対策推進計画を変更することができる。

６ 第３項及び第４項の規定は、地球温暖化対策推進計画の変更について準用す

る。

（地球温暖化対策の実施状況等の公表）

第９条 知事は、毎年、地球温暖化対策推進計画に基づく地球温暖化対策の実施

状況を明らかにした報告書を作成し、これを公表しなければならない。

（評価）

第１０条 知事は、地球温暖化対策推進計画に基づく施策について、定期的に学識

経験者等による評価を受けるものとする。

２ 知事は、前項の評価を受けたときは、その結果を公表するものとする。

（地球温暖化対策指針）

第１１条 知事は、次に掲げる措置に関する指針（以下「地球温暖化対策指針」と

いう。）を定めるものとする。

� 事業者がその事業活動において講ずべき温室効果ガスの排出抑制等のため

の措置

� 建築物について講ずべきエネルギーの使用の合理化その他地球温暖化の防

止に資するための措置

� 道民がその日常生活において講ずべき温室効果ガスの排出抑制等のための
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措置

２ 知事は、地球温暖化対策指針を定めたときは、速やかに、これを公表しなけ

ればならない。

３ 知事は、必要があると認めるときは、地球温暖化対策指針を変更することが

できる。

４ 第２項の規定は、地球温暖化対策指針の変更について準用する。

第３章 事業活動に関する地球温暖化対策等

（事業者の温室効果ガスの排出の抑制）

第１２条 事業者は、地球温暖化対策指針に基づき、温室効果ガスの排出の抑制の

ための適切な措置を講ずるよう努めなければならない。

（事業者温室効果ガス削減等計画書の作成等）

第１３条 事業活動に伴い相当程度多い温室効果ガスの排出をする者として規則で

定める者（以下「特定事業者」という。）は、規則で定める期間ごとに、地球

温暖化対策指針に基づき、次項各号に掲げる事項を記載した計画書（以下「事

業者温室効果ガス削減等計画書」という。）を作成し、知事に提出しなければ

ならない。

２ 事業者温室効果ガス削減等計画書には、次に掲げる事項を記載するものとす

る。

� 特定事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所

の所在地並びに代表者の氏名）

� 事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量

� 温室効果ガスの排出の抑制を図るために講ずる措置

� その他規則で定める事項

３ 特定事業者以外の事業者は、事業者温室効果ガス削減等計画書を作成し、知

事に提出することができる。

４ 第１項又は前項の規定により事業者温室効果ガス削減等計画書を提出した事

業者は、第２項各号に掲げる事項を変更したときは、変更後の事業者温室効果

ガス削減等計画書を知事に提出しなければならない。

（事業者温室効果ガス削減等計画実績報告書）

第１４条 前条第１項又は第３項の規定により事業者温室効果ガス削減等計画書を

提出した事業者は、毎年度、温室効果ガスの排出の量及び事業者温室効果ガス

削減等計画書（同条第４項の規定により変更後の事業者削減等計画書を提出し

た事業者にあっては、変更後のもの）に定めた措置の実施状況を記載した報告

書（以下「事業者温室効果ガス削減等計画実績報告書」という。）を作成し、

知事に提出しなければならない。

（事業者温室効果ガス削減等計画書等の公表）

第１５条 知事は、第１３条第１項若しくは第３項の規定による事業者温室効果ガス

削減等計画書の提出、同条第４項の規定による変更後の事業者温室効果ガス削

減等計画書の提出又は前条の規定による事業者温室効果ガス削減等計画実績報

告書の提出があったときは、速やかに、これらを公表するものとする。

第４章 地球温暖化防止行動の促進

第１６条 道民はその日常生活において、地球温暖化防止に資するための温室効果

ガス排出量の削減に向けた行動（以下「地球温暖化防止行動」という。）を行

うよう努めるものとする。

２ 事業者及び民間団体（次項において「事業者等」という。）は、地球温暖化

防止行動を行う道民に対し、積極的に支援するよう努めるものとする。

３ 道は、道民及び事業者等による地球温暖化の防止を図るための取組を促進す

るため、道民及び事業者等の地球温暖化防止行動の実施に向けた意識を高め、

道民及び事業者等が積極的に地球温暖化防止に貢献することを効果的に促進す

るために顕彰その他必要な措置を講ずるものとする。

第５章 環境物品等の購入等の促進

第１７条 事業者及び道民は、温室効果ガスの排出抑制等を図るため、物品を購入

し、若しくは借り受け、又はサービスの提供を受ける場合には、環境物品等（国

等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）第

２条第１項に規定する環境物品等をいう。）を選択するよう努めるものとする。

第６章 自動車使用に関する地球温暖化対策

（公共交通機関等の利用への転換等）

第１８条 道民は、自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２

項に規定する自動車をいう。以下同じ。）及び原動機付自転車（同条第３項に

規定する原動機付自転車をいう。以下同じ。）（以下これらを「自動車等」と

いう。）のうち、自家用として使用されるもの（以下「自家用自動車等」とい

う。）の使用に代えて、公共交通機関又は自転車（次項において「公共交通機
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関等」という。）の利用に努めるものとする。

２ 道は、道民の自家用自動車等の使用から公共交通機関等の利用等への転換を

促進するため、必要な措置を講ずるものとする。

３ 事業者は、その事業活動において使用する自動車等による温室効果ガスの排

出及びその使用する従業員の通勤における自家用自動車等の使用を抑制するた

め、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（自動車等の適正な運転）

第１９条 自動車等を使用し、又は所有する者は、自動車等の使用に伴う温室効果

ガスの排出を最小限度に抑制するため、自動車等の急な発進を避ける等運行方

法を改善し、燃費を向上させるような自動車等の運転を行うよう努めるものと

する。

（自動車等のアイドリング・ストップ等）

第２０条 自動車等を運転する者は、自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出を

抑制するため、自動車等の駐車時又は停車時における原動機の停止（以下「ア

イドリング・ストップ」という。）を行うよう努めなければならない。ただし、

規則で定める場合は、この限りでない。

２ 事業者は、地球温暖化対策指針に基づき、その管理する自動車等を運転する

者に対し、アイドリング・ストップを行うよう、指導その他適切な措置を講ず

るよう努めるものとする。

３ 駐車場（規則で定める規模以上のものに限る。以下「特定駐車場」とい

う。）の設置又は管理をする者は、当該駐車場を利用する者に対し、アイドリ

ング・ストップを行うよう、その旨を表示した看板の設置その他の規則で定め

る方法により周知しなければならない。

４ 特定駐車場以外の駐車場の設置又は管理をする者は、当該駐車場を利用する

者に対し、アイドリング・ストップを行うよう、その旨を表示した看板の設置

その他適当と認める方法により周知するよう努めるものとする。

（温室効果ガスの排出の量が少ない自動車の使用等）

第２１条 過去に道路運送車両法第５８条第１項に規定する自動車検査証の交付を受

けていない自動車（以下「新車」という。）の販売を行う事業者（以下「自動

車販売事業者」という。）は、新車を購入しようとする者に対し、当該新車に

係る温室効果ガスの排出の量その他規則で定める事項（次項において「地球温

暖化防止性能情報」という。）を、当該事項を記載した書面の交付その他適切

な方法により説明しなければならない。

２ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第８０条第１項の規定による許可を受け

て同法第７８条に規定する自家用自動車を業として有償で貸し渡そうとする者は、

当該自家用自動車を借り受けようとする者に対し、当該自家用自動車に係る地

球温暖化防止性能情報について、前項に規定する方法により説明を行うよう努

めるものとする。

３ 自動車を購入しようとする者は、低公害車をはじめとした温室効果ガスの排

出の量が少ない自動車を購入するよう努めるものとする。

第７章 機械器具に係る地球温暖化対策

（温室効果ガスの排出量が少ない機械器具の購入等）

第２２条 エネルギー（エネルギーの使用の合理化に関する法律第２条第１項に規

定するエネルギーをいう。次条において同じ。）を消費する機械器具（自動車

等を除く。以下単に「機械器具」という。）を購入し、又は使用しようとする

者は、温室効果ガスの排出の量が少ない機械器具を購入し、又は使用するよう

努めるものとする。

（省エネルギー性能情報の表示等）

第２３条 未使用の機械器具であってエネルギーの消費量が相当程度多いものとし

て規則で定めるもの（以下「特定機械器具」という。）を販売する事業者（当

該特定機械機器を一の営業所において規則で定める台数以上陳列するものに限

る。以下「特定機械器具販売事業者」という。）は、当該営業所に陳列する特

定機械器具の見やすい位置に、規則で定める当該特定機械器具のエネルギーの

消費量等に関する情報（次項において「省エネルギー性能情報」という。）を

表示しなければならない。

２ 特定機械器具販売事業者は、特定機械器具を購入しようとする者に対し、当

該特定機械器具の省エネルギー性能情報を説明しなければならない。

第８章 建築物に関する地球温暖化対策

（建築物の建築等に係る温室効果ガスの排出の抑制）

第２４条 建築物の新築、増築、改築、修繕又は模様替（次条第３項において「新

築等」という。）を行おうとする者は、建築物に係るエネルギーの使用の合理

化その他地球温暖化の防止に資するための措置を講ずるよう努めるものとする。
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（建築物環境配慮計画）

第２５条 次に掲げる行為をしようとする者（次項第１号において「特定建築主

等」という。）は、地球温暖化対策指針に基づき、当該行為に係る建築物に関

し地球温暖化の防止に資するために講ずる措置に関する計画書（以下「建築物

環境配慮計画書」という。）を作成し、知事に提出しなければならない。

� 規則で定める規模以上の建築物（以下この項において「特定建築物」とい

う。）の新築又は規則で定める規模以上の改築

� 建築物の規則で定める規模以上の増築

� 特定建築物の直接外気に接する屋根、壁又は床（これらに設ける窓その他

の開口部を含む。）の修繕又は模様替であって規則で定める規模以上のもの

� 特定建築物への空気調和設備その他の規則で定める建築設備（以下この項

及び次項において「空気調和設備等」という。）の設置

� 特定建築物に設けた空気調和設備等の改修（規則で定めるものに限る。）

２ 建築物環境配慮計画書には、次に掲げる事項を記載するものとする。

� 特定建築主等の氏名及び住所（法人にあっては、その名称並びに主たる事

務所の所在地及び代表者の氏名）

� 当該行為に係る建築物の名称及び所在地

� 当該行為に係る建築物の概要

� 前項各号に掲げる行為の際に講ずる建築物の外壁、窓等を通しての熱の損

失の防止、空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用その他地球温暖化

防止に資するための措置

� その他規則で定める事項

３ 建築物の新築等（第１項各号に掲げる行為を除く。）をしようとする者は、

建築物環境配慮計画書を作成し、知事に提出することができる。

４ 第１項又は前項の規定により建築物環境配慮計画書を提出した者は、第２項

各号に掲げる事項を変更したときは、変更後の建築物環境配慮計画書を知事に

提出しなければならない。

（工事完了の届出）

第２６条 前条第１項又は第３項の規定により建築物環境配慮計画書を提出した者

は、当該建築物に係る工事が完了したときは、その旨を知事に届け出なければ

ならない。

（建築物環境配慮計画等の公表）

第２７条 知事は、建築物環境配慮計画書の提出、第２５条第４項の規定による変更

後の建築物環境配慮計画書の提出又は前条の規定による届出があったときは、

速やかに、これを公表するものとする。

第９章 再生可能エネルギーの利用に関する地球温暖化対策

（再生可能エネルギーの利用の推進）

第２８条 道は、率先して、再生可能エネルギーの導入を図るよう努めるものとす

る。

２ 道は、事業者及び道民による再生可能エネルギーの利用の促進を図るため、

情報提供その他の措置を講ずるものとする。

３ 事業者及び道民は、温室効果ガスの排出の抑制を図るため、事業活動及び日

常生活に関し、再生可能エネルギーの利用の推進に努めるものとする。

（再生可能エネルギー計画書の作成）

第２９条 北海道の区域内においてエネルギーを供給している事業者のうち規則で

定める者（以下「特定エネルギー供給事業者」という。）は、規則で定める期

間ごとに、次に掲げる事項を記載した計画書（以下「再生可能エネルギー計画

書」という。）を作成し、知事に提出しなければならない。

� 特定エネルギー供給事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称並

びに主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

� エネルギーの供給量に対する再生可能エネルギーの供給量の割合の拡大に

関し事業者が自ら定める目標

� 前号の目標を達成するための基本方針及びその基本方針に基づき講ずる措

置

� その他規則で定める事項

２ 北海道の区域内においてエネルギーを供給している事業者（特定エネルギー

供給事業者を除く。）は、再生可能エネルギー計画書を作成し、知事に提出す

ることができる。

３ 前２項の規定により再生可能エネルギー計画書を提出した事業者は、第１項

各号に掲げる事項を変更したときは、変更後の再生可能エネルギー計画書を知

事に提出しなければならない。

（再生可能エネルギー計画の達成状況等の報告）
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第３０条 前条第１項又は第２項の規定により再生可能エネルギー計画書を提出し

た事業者は、毎年度、同条第１項第２号の目標の達成状況その他知事が定める

事項を知事に報告しなければならない。

（再生可能エネルギー計画の公表）

第３１条 知事は、第２９条第１項若しくは第２項の規定による再生可能エネルギー

計画書の提出、同条第３項の規定による変更後の再生可能エネルギー計画書の

提出又は前条の規定による報告があったときは、速やかに、これを公表するも

のとする。

第１０章 森林の保全及び整備等に関する地球温暖化対策

第３２条 事業者及び道民は、連携し、及び協働して、森林の適切な保全及び整備

並びに道内産の木材その他の森林資源の利用の推進に努めるものとする。

２ 道は、森林の持つ温室効果ガスの吸収作用及び固定作用に関する事業者及び

道民の理解を深めるため、情報提供その他の措置を講ずるよう努めるものとす

る。

第１１章 地球温暖化の防止に関する理解の促進

（地球温暖化の防止に関する理解の促進）

第３３条 道は、地球温暖化の現状及び地球温暖化対策の重要性について、事業者

及び道民の理解を深めるため、地球温暖化の防止に関する情報の提供その他の

必要な措置を講ずるものとする。

２ 道は、学校、家庭、事業者、地域社会等と連携して、生涯にわたる地球温暖

化防止その他の環境に関する教育及び学習を推進するとともに、子どもに対す

る学習機会等の創出に努めるものとする。

３ 事業者は、地球温暖化の防止に関し、その従業員の理解を深めるため、地球

温暖化の防止に関する情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。

（北海道クールアース・デイ）

第３４条 地球温暖化対策の重要性を再認識し、地球温暖化の防止に向けた道民の

理解と意識の高揚を図る機会とするため、毎年７月７日を北海道クールアース・

デイと定める。

２ 道は、北海道クールアース・デイ及びこれに近接する期間に、事業者及び道

民の地球温暖化についての関心及び理解を深め、並びに地球温暖化の防止のた

めの行動を促すための取組を集中的に行うものとする。

３ 道民は、前項の取組に自主的かつ積極的に参加するよう努めるものとする。

第１２章 本道を取り巻く環境に適した地球温暖化防止の取組

（冬期における取組の推進）

第３５条 事業者は冬期の事業活動において、道民は冬期の日常生活において、温

室効果ガスの排出の抑制を図るため、その活動する場所を暖房する場合は、室

内気温を摂氏２０度以下とするよう努めるものとする。

２ 道は、前項に規定する取組を自ら率先して行うよう努めるとともに、道民意

識の醸成を図るため、普及啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。

（夏期における取組の推進）

第３６条 事業者及び道民は、エネルギーの消費の節減による温室効果ガスの排出

の抑制を図るため、本道が持つ地理的特性を生かし、夏期の早朝の時間帯を活

用する取組を積極的に進めるよう努めるものとする。

２ 道は、前項の取組を自ら率先して行うよう努めるとともに、道民意識の醸成

を図るため、普及啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。

（地産地消の推進）

第３７条 道は、北海道以外の地域からの農林水産物の輸送に係る温室効果ガスの

排出の抑制に貢献するため、道民及び食品若しくは木製品の製造、加工、流通

若しくは販売又は食事の提供を行う事業者に対し道内で生産された農林水産物

の積極的な消費を促進するよう努めるものとする。

第１３章 雑則

（顕彰）

第３８条 知事は、地球温暖化の防止を図るための取組に積極的に取り組む事業者

及び道民の顕彰を行うものとする。

（指導及び助言）

第３９条 知事は、事業者及び道民が、この条例に基づく地球温暖化の防止を図る

ための取組を実施する場合において、必要な指導及び助言をすることができる。

（報告又は資料の提出）

第４０条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第１３条第１項又は第３

項の規定により事業者温室効果ガス削減等計画書を提出した事業者、特定駐車

場を設置し、又は管理する者、自動車販売事業者、特定機械器具販売事業者、
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第２５条第１項又は第３項の規定により建築物環境配慮計画書を提出した者及び

第２９条第１項又は第２項の規定により再生可能エネルギー計画書を提出した事

業者に対し、この条例に基づく措置の実施の状況その他の必要な事項について、

報告又は資料の提出を求めることができる。

（勧告）

第４１条 知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、必要な措置を講ずべ

きことを勧告することができる。

� 第１３条第１項若しくは第４項、第１４条、第２５条第１項若しくは第４項、第

２９条第１項若しくは第３項の規定による提出をせず、又は虚偽の事項を記載

して提出した者

� 第２０条第３項又は第２１条第１項の規定に違反した者

� 第２３条第１項の規定による表示をせず、又は虚偽の表示を行った者

� 第２３条第２項の規定による説明をせず、又は虚偽の説明を行った者

� 第２５条第２項第４号の措置をとらずに、同条第１項各号に掲げる行為をし

た者

� 第２６条の規定による届出をせず、又は虚偽の事項を記載して届け出た者

	 第３０条の規定による報告をせず、又は虚偽の事項を記載して報告をした者


 前条の規定による報告又は資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資

料の提出をした者

（公表）

第４２条 知事は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく、当該勧

告に従わないときは、その旨を公表することができる。

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に

対し、あらかじめ、その旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、意

見を述べる機会を与えなければならない。

（市町村の条例との関係）

第４３条 地球温暖化対策についてこの条例と同等以上の効果を有する条例でこの

条例の趣旨に則したものを制定している市町村の区域で規則で定めるものにつ

いては、この条例の規定（規則で定めるものに限る。）は、適用しない。

（規則への委任）

第４４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。ただし、第１章、第２章、第１２条、第１６条から第１９条ま

で、第２１条第３項、第２２条、第２４条、第２８条、第１０章から第１２章まで、第３８条、

第３９条、第４３条及び第４４条の規定は、公布の日から施行する。

２ 知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、国の制度、

地球温暖化の防止に係る技術水準の向上、社会経済情勢の変化等を勘案し、こ

の条例の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。

道 議 会 告 示

北海道議会告示第２号

平成１３年北海道議会告示第１号（北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程）
の一部を次のように改正する。
平成２１年３月３１日

北海道議会議長 釣 部 勲
北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程の一部を改正する規程

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程（平成１３年議会告示第１号）の一部
を次のように改正する。
第５条中第１項を削り、第２項を第１項とし、第３項を第２項とする。
別記第５号様式中「第５条第２項関係」を「第５条第１項関係」に改める。
別記第６号様式中「第５条第３項関係」を「第５条第２項関係」に改める。
附 則

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
２ この規程による改正後の北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程の規定は、
この規程の施行の日以後に交付する政務調査費に係る領収書その他の支出の事実を証する
書類の写し（以下「領収書等の写し」という。）の提出について適用し、同日前に交付し
た政務調査費に係る領収書等の写しの提出については、なお従前の例による。

北海道議会告示第３号

北海道議会会議規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則を次のように定める。
平成２１年３月３１日
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北海道議会議長 釣 部 勲
北海道議会会議規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則

北海道議会会議規則の左横書きの実施等に関する規則（平成１４年北海道議会告示第５号）
は、廃止する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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